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	無線局運用特例届出書
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東海総合通信局長　殿

	

	

	
電波法第70条の９第２項において準用する法第70条の７第２項の規定により、自己以外の者に登録局を運用させたので、下記のとおり届け出ます。


記


１　届出者
（注：法人又は団体の場合は、その商号又は名称並びに代表者の役職名及び氏名を記載すること。）

	

	

	

	

	住　所



	都道府県－市区町村コード　〔　　　　　　　　　　　　〕

	
	〒（　　－　　）



	氏名又は名称及び代表者氏名


	フリガナ

	
	



	[bookmark: _Hlk201845892]

代理人
（注：代理人による申請の場合は、代理人に関する必要事項を記載し委任状を添付すること。）

	住　所



	都道府県－市区町村コード　〔　　　　　　　　　　　　〕

	
	〒（　　－　　）



	氏名又は名称及び代表者氏名


	フリガナ

	
	



	
２　非常時運用人（電波法第70条の９第１項の規定により登録局を運用させた場合は当該登録局の登録人以外の者。以下この別表において同じ。）に運用させた無線局の登録の番号

	登録の番号
	　　　　　　第　　　　　　号

	
３　非常時運用人
（注：法人又は団体の場合は、その商号又は名称並びに代表者の役職名及び氏名を記載すること。）

	住　所



	都道府県－市区町村コード　〔　　　　　　　　　　　　〕

	
	〒（　　－　　）



	氏名又は名称及び代表者氏名


	フリガナ

	
	
　　


	連絡先
	所属、氏名
	


	
	電話番号
	

	
４　非常時運用人による運用の期間

	運用開始の期日
	

	運用終了の期日
	

	
５　無線設備の製造番号（包括登録に基づき開設している登録局に限る。）

	無線設備の整理番号
	



	
	運用した無線局数
	　　　　　　局

	

６　欠格事由に関する事項（電波法第70条の９第１項の規定により登録局を運用させた場合に限る。）
□登録局の運用を行った者は、電波法第27条の24第２項各号（第２号を除く。）のいずれにも該当しません。
（注：該当しない場合は□にレ印を付けること。）


７　届出の内容に関する連絡先（法人・団体は部署名又は役職名も記載すること。）

	所属、氏名


	フリガナ

	
	


	[bookmark: _Hlk201848756]電話番号
	

	電子メールアドレス
	






